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約上の権利」の内実は，防御権に尽きるものではなく，「私的当事者間に積極的な国家の介入を要
求する｣106)ものである必要がある）。もちろん，我が国の「一般規定の合憲解釈・適用説」の論者
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」によって憲法の「私人間効力」の問題を解決
するものである，と解する余地もある。だが，そのように解するとすれば，（直接的に私法の当該
規定の合憲性が争われている場合には問題とならない）〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」
である〉という私人間無適用の立場を堅持するか否かの議論としての「私人間効力」論は依然とし
て固有の存在価値を有する，という結論が導かれることとなろう。
 おわりに
本稿では，イギリスの（〈人権法の名宛人は「公的機関」である〉という垂直的アプローチを前
提としても）人権法の諸規定から生じ得る種々の「水平的効力」を概観した後に，イギリスの「条
約適合的解釈」と日本の「合憲（限定）解釈」の類似性を指摘し，堀越事件最高裁判決（特に千葉
勝美裁判官の補足意見）を端緒としてなされた「合憲限定解釈」と「憲法適合的解釈」の議論（お
よびドイツの「憲法適合的解釈（狭義）」と「憲法志向的解釈」の区分）から両者の区別可能性を
論証した上で，〈「合憲限定解釈」と「私人間効力」論〉という観点から，憲法における「私人間効
力」をめぐる言説空間の再検討を行った。本稿の立場は，我が国においても，〈私法である当該規
定の「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面上判断」によって生
じる「水平的効力」〉と〈国家機関である「裁判所」の憲法拘束および憲法の最高法規性から生じ
得る「水平的効力」〉の区別は主張可能であり，後者に関して〈憲法の名宛人は，私人ではなく
「国家」である〉という私人間無適用の立場を堅持するか否かの（「（近代）立憲主義」の核心にも
関わる）議論としての「私人間効力」論は固有の存在価値を有する，というものである。
私法である当該規定の「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面
上判断」によって「水平的効力」が生じるということは，私法の規定が法令違憲とされる場合にも
「水平的効力」が生じることを意味する。「私法の規定を裁判所が違憲と判断できる以上，従来の無
効力説的な結論はあり得ない」という指摘107)に関していえば，「私法の規定を裁判所が違憲と判断
できる」点から採用され得ないのは「私人間無適用・無効力」の立場であることに注意が必要であ
る。イギリスの議論を参考とすれば，〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」である〉という私
人間無適用の立場を堅持しても種々の「水平的効力」は生じ得るのであり，我が国の「私人間効力」
――
論の核心部分もまた，〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」である〉という私人間無適用の立
場を堅持するか（＝「私人間無適用・水平的効力」）否か（＝「私人間適用・水平的効力」）である，
と考えられよう。
